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※平成 27 年度で終了となる研究課題は最終成果報告書となりますので，下記項目について詳
細な報告をお願いします。 

※ページ数の制限はありません。 

※成果等の説明に図表を使用していただいて構いません。（カラーも可） 

※提出して頂いた成果報告書をホームページでの公開を予定しております。 

 

１．研究の目的 

 建築物の屋内環境の改善と省エネルギーの観点から再生可能エネルギーである風力を活用し
たパッシブデザイン手法に注目が集まる現状がある。そのため、自然通風・換気量を高精度に
予測するための技術手法の確立が有益であると考えられるが、設計段階において個別の問題に
対して風洞実験や CFD 解析を実施することは一般的とは言えない。また、都市の風環境は周
辺の建物配置や形状、または周囲の道路条件といった複合的な要素が複雑に作用するため、個
別の解析を実行せずに街区ごとの通風性能を予測する手法としては整列均等に配置したモデル
を用いて、街区のグロス建蔽率ごとに見込める通風量の予測を行う例が見られる。しかし、千

鳥配置のように、少しでも整列均等配置が変化した場合、その街区の風環境が変化し、建物周辺の

流れ場が整列均等配置とは異なる様相を呈す。また、対極的な研究手法として、実在する街区を対

象に 16風向による地域別の風速比を求めているが、通風量予測の基準となる街区のグロス建蔽率は、

あくまでも任意の一か所における結果的な値であることから、建築予定地のグロス建蔽率算出手法

に関しては検討の余地があると考えられる。 

 そこで本研究では、GIS（Geographic Information System）を用いることにより、東京 23区と横

浜市の住宅地を解析対象とし、地域の通風性能を評価するうえで基準となる平均的なグロス建蔽率

（以後、地域適正グロス建蔽率とする）の算出を実施した。そして、抽出した実街区を 1/200 縮尺

模型で再現し、風洞実験により街区中心建物に作用する風圧係数 Cp[-]を明らかにすることで、既

存の均等整列配置との相違および地域適正グロス建蔽率ごとに整理された実街区が保持する通風性

能の評価を試みた。 

 

２．研究の方法 

 自然通風・換気量を予測するために必要な既知情報となるグロス建蔽率を適正に求めるため
に、東京都および横浜市が保有する建物現況データを商用ソフトウェア ArcGISにインポートし、
図 1 に示す 3 か所（住宅地 A,B,C）におけるグロス建蔽率の算出を実施した。その際、後ほど
行う風洞実験では地形の起伏を再現することが困難であるため、比較的平坦な場所を抽出条件
とした。次に図 2に示すように、GISを用いて使用予定の風洞幅 1200mm に 1/150 縮尺で収まる
範囲の条件で、住宅地 Aを対象に 180m 平方で地図無回転の条件で 3 ケース、地図の回転（街路
直交）を行った 3ケース、計 6ケースのグロス建蔽率算出を行ったところ、最大で 5.6%の差異
を確認した。 
算出したグロス建蔽率の差異が住宅地 A 特有の変動であるか否かを確認する目的で、同様の

算出を住宅地 B 及び住宅地 C を対象に実施したところ、図 3に示すように 3か所の住宅地全て
において最大で 5.6%～8.5%の差異が生じることを確認した。これは建築予定地の通風性能をお
およそ予測するために用いられるグロス建蔽率の算出を 180m平方程度の範囲で行った場合、そ
の予測値を適正に評価することが困難であると考えられる。 
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続いて、風洞幅 1200mm に 1/200 縮尺で収まる範囲となる 240m 平方の条件で実施した住宅地 A

のグロス建蔽率算出結果を図 4 に、同様の範囲と条件で算出した住宅地 B,C の比較結果を図 5 に示

す。これらの結果から異なる 3 か所の住宅地、計 6 ケースにおけるグロス建蔽率の最大差が 4.1%～

4.3%となり、180m 平方と比してその差異が減少することを確認した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 地域適正グロス建蔽率 

算出場所（横浜市） 

 

住宅地 A 

住宅地 B 

住宅地 C 

 地図無回転（North Up）
グロス

建蔽率[%]
地図回転（街路直交）

グロス
建蔽率[%]

A-a

36.9

A-d

34

A-b

38.5

A-e

35.2

A-c

36.3

A-f

37.5

図 2 180m 平方 

グロス建蔽率算出範囲 （住宅地 A） 

図 3 180m 平方 グロス建蔽率 比較 
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図 5 240m 平方 グロス建蔽率 比較 

図 4 240m 平方 

グロス建蔽率算出範囲 （住宅地 A） 



 さらに、抽出する範囲を平方条件ではなく、図 6 に示すように街路に囲まれたブロックを 1 単位

とした、街区単位による抽出を試みた比較結果を図 7 に示す。以上の結果から抽出する街区範囲を

240m 平方と設定することにより、街区の位置や地図の角度の有無に関わらず対象地の地域グロス

建蔽率の差異を全て 5%以下に抑えると同時に、広域の街区単位の条件によって算出したグロス建蔽

率とも対応することを確認した。そして、これらの手法により算出した 6 ケースの平均値が、対象

街区の通風性能を評価するための地域適正グロス建蔽率であると考えられるため、以後に実施した

風洞実験で使用する実街区の抽出は全て同様の方法を用いる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 通常、市街地を想定した風洞実験ではアプローチフローを実現象と同じ鉛直分布と設定する
手法が一般的であるが、本実験で用いる模型縮尺が 1/200 であるため、地表面から軒高までの
分布を厳密に 1/4乗則に一致させることが困難となる。しかし、周辺建物がある条件における
アプローチフローは、実街区の再現範囲が図 8 に示す測定対象模型付近の平均高さ（30mm）の
10～25 倍以上かつ、最高測定点高さ（24mm）の 20 倍以上であれば、接近流が一様流であって
も実現象との相似性が比較的良好となることから、図 9 に示すように、単独建物の条件にて極
力 1/4 乗則に従う分布設定に努めたうえで測定を実施した。また、本研究では建物配置と密集
度がもたらす壁面風圧力の変動に主眼を置くため、建物屋根形状は陸屋根とした。 
再現した街区のほぼ中央に設置した測定対象建物の壁面風圧を多点圧力計（MelonTechnos 製 
32CH MICRO PRESSURE UNIT MODEL MP-32）を用いて、サンプリング周波数 200Hz、平均化時間
60 秒にて測定し、各点の風圧力を基準動圧で除することで風圧係数 Cp[-]の算出を行った。 
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図 7 街区単位 グロス建蔽率比較 

壁面風圧測定模型 屋根伏図 
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図 8 測定対象模型 
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図 9 アプローチフロー（単独建物） 

図 6 街区単位 グロス建蔽率算出範囲 （住宅地 A） 



 実街区における風環境を既往研究で用いられている均等整列配置と比較するために、抽出す
る街区の分類化を実施した。GISを用いた算出手法を用いて、図 10に示す全ての実街区におい
て地域適正グロス建蔽率 30%,40%,50%相当の実街区抽出を実施した。その中でも既往研究で用
いられた均等整列配置に近い街区となる準整列実街区と、地形依存度が高く非計画的に形成さ
れた非整列実街区の 2 種類を実験対象として設定した。 
また、均等整列配置の 3ケースは回転させた場合でも同じ配置となることから 0°,45°,90°

の 3風向とし、実街区の 6ケースにおいては 8風向を設定したうえで、全 57 ケースにおける壁
面風圧力測定を実施した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．研究成果 
 周辺建物がある条件において算出した風圧係数 Cp[-]分布の一例を図 11に示す。次に、街区
が保持している通風性能を評価するために、各ケースにおける最大風圧係数差⊿Cp[-]max の算
出結果を図 12に示す。このとき、壁面に作用する圧力差が最大となる開口ケースを風向ごとに
選択しているため、全風向に対応した通風性能とはいえないが、各街区で見込める最大の通風
量の把握は可能と考えられる。 
それぞれのタイプの街区をグロス建蔽率ごとに比較すると、30%では整列均等配置の Type A

は実街区と比べて風向が西、東の条件で過小評価となっているが、それ以外の風向ではおおむ
ね対応している。40%では、Type Aは準整列の Type B より過小評価となっているが、非整列の
Type Cに対しては過大評価となる。しかし、8 風向におけるばらつきが少なく、どの風向から
も一定の通風性能を保持している様子が伺える。50%では Type Aは Type Bと比して過小評価の
値が大きいが、Type C と比較すると風向が東の条件を除いて対応を確認した。 
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図 10 風洞実験ケース 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本研究では実街区の抽出および風洞実験から以下の知見を得ることが出来た。 

 
１）GIS を用いて 240m平方の範囲で街区抽出することにより、その位置や地図角度に関わらず
差異の少ない地域の適正グロス建蔽率の算出が可能となった。 
 
２）通風関連の既往研究で多く散見できる均等整列配置の街区条件は、2 種類の実街区と比し
て壁面風圧力を過大または過小に評価してしまう傾向が確認された。 
 
３）非整列の街区条件では、グロス建蔽率の増加とともに最大風圧係数差が小さくなるが、準
整列街区は整列均等配置と同様に、一度グロス建蔽率 40%でその値が大きくなる傾向が確認さ
れた。 
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る風圧係数評価，日本建築学会関東支部研究報告集，2016.3 
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グロス建蔽率 40% 風向：
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図 11 風圧係数比較 一例 
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図 12 最大風圧係数差 ⊿Cp[-] max 
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東京工芸大学・風工学研究拠点・研究集会（2016 年 3 月 3 日）のご案内

密集市街地における街区気流構造の把握及び   

ウインドキャッチャーによる通風改善に関する研究集会  

  

 2014 年 11 月に行われた米中首脳会議では、二酸化炭素排出量の削減に関する合意がなされ、アメリ

カは 2025 年までに 2005 年非で 26%～28%の削減、中国は 2030 年をピークとし以降の排出量目標を

正式に発表しました。その中でも我が国の民生業務部門のエネルギー消費は、70 年代から 2.8 倍も増加

し、全消費量の約 20%を占めるまでになりました。こうした現状から、住宅における冷房負荷の削減や

常時電力を消費し続ける 24 時間機械式換気の問題に対し、再生可能エネルギーである自然風を効率的に

利用するための研究は、エネルギー消費量だけではなく国民の健康的生活の維持という支店からも重要視

され約半世紀以上の歴史があります。  

 また、近年は都市部の密集度の増加に伴い、より実街区に近い建物の配置や形状条件による検討が見受

けられます。既往研究の多くで採用されている周辺建物が均一高さの整列配置では、実街区とは大きく異

なるため、把握した外気流を建物室内へ誘引させ自然通風・換気を促進させるための具体的な設計手法の

提案に繋げるのは困難であると考えられます。  

 今回の研究集会では、街区形状ごとの気流構造の把握、市街地に建つ集合住宅の開口条件による室内気

流の違い等、より実際の街区条件での通風性能について風洞実験や数値シミュレーションによって様々な

検討を行い、最適な窓開口設計及びウィンドキャッチャーによる通風促進効果の評価等、より具体的な設

計手法の提案に繋げていきたいと考えております。それぞれの研究で明らかなになった事実について情報

を共有することで、今後の密集市街地における自然風を有効的に室内へ誘引させるための具体的な設計手

法について議論を深めたいと思い、研究集会を開催いたすことになりました。皆様のご参加を心よりお待

ちしております。  

   

と き： 2016 年 3 月 3 日（木）15:45～17:15 

ところ： 東京理科大学 森戸記念館  

東京都新宿区神楽坂 4-2-2  

東京メトロ東西線／有楽町線／南北線／都営地下鉄大江戸線・飯田橋駅  

B3 出口から徒歩 5 分  

JR 線・飯田橋駅  西口改札から徒歩 6 分  

http://www.tus.ac.jp/info/access/kagcamp.html  

  

 

 



問合先：   東京工芸大学 工学部建築学科 准教授 張 偉栄  

電話：046-242-9548 E-mail： w.zhang@arch.t-kougei.ac.jp  

  

プログラム  

15:45-15:50  
開会挨拶，趣旨説明 

遠藤 智行（関東学院大学 準教授）  

15:50-16:05  
密集市街地における街区条件による通風性能予測改善に関する研究 

平野 葵 （東京理科大学）  

16:05-16:20  
密集市街地における風速分布測定及びその評価方法に関する検討 

田中 英 （関東学院大学）  

16:20-16:25  休憩  

16:25-16:40  
市街地に建つ集合住宅の開口条件による通風性能に関する研究 

佐藤 正佳（東京理科大学）  

16:40-16:55  マルチモードダブルスキンによる自然換気計画及び効果に関する検討  

―関東学院大学建築・環境棟を例として―  

遠藤 智行（関東学院大学 准教授）  

16:55-17:15  

討論およびまとめ  

  

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


